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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第１四半期連結
累計期間

第17期
第１四半期連結
累計期間

第16期

会計期間
自平成28年12月１日
至平成29年２月28日

自平成29年12月１日
至平成30年２月28日

自平成28年12月１日
至平成29年11月30日

売上高 （百万円） 47,509 51,665 199,675

経常利益 （百万円） 2,433 1,556 4,491

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,516 1,081 2,772

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,696 1,039 3,088

純資産額 （百万円） 46,741 53,286 53,125

総資産額 （百万円） 175,028 175,754 170,630

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 28.49 17.68 51.66

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 26.14 29.72 30.54

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、信託型従業員持株インセンティブ・プランを導入しており、サーラコーポレーション従業員持株会

専用信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として計上しております。

そのため、１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定にあたっては、当該株式数を自己株式に含めて「普

通株式の期中平均株式数」を算定しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

EDINET提出書類

株式会社サーラコーポレーション(E03408)

四半期報告書

 3/23



３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益が改善し緩やかな回復基調で推移したものの、米国

の金融政策の動向や不安定な国際情勢が続くなど、景気の先行きは不透明な状況が続きました。

エネルギー業界では、当社グループ（以下、「サーラグループ」といいます。）の都市ガス供給エリアでは小売

全面自由化以降、新たに参入した企業はないものの電気、ガス小売販売を巡るエネルギー事業者間の競争は激しさ

を増しています。また、大都市圏において既存のエリアを越えたエネルギー大手事業者間の提携が進み、エネル

ギー業界における新たな枠組みづくりが始まっています。

このような状況のなか、サーラグループは平成28年12月より、「私のまちにはＳＡＬＡがある　～暮らしとエネ

ルギーのＳＡＬＡへ～」をテーマに掲げた第３次中期経営計画に基づく重点課題への取組みを開始しています。本

中期経営計画では、既存事業の強化に引き続き取り組むとともに、サービス体制から事業展開、組織運営に至るま

で徹底してお客さま起点から見直すことにより、「暮らしとエネルギーのＳＡＬＡ」として広く地域に浸透するこ

とを目指しています。

当第１四半期連結累計期間におきましては、エネルギー＆ソリューションズ事業におけるお客さま視点の総合

サービスを実現する第一歩として、期初に中部瓦斯株式会社とガステックサービス株式会社の本社機能を統合する

とともに、両社の役員を同一にするなど事業会社の枠を超えた組織再編に取り組みました。

また、同じく、期初にＩＴ等を駆使したこれからの新しいマーケティング機能を担う新会社である株式会社サー

ラライフスタイルイノベーションを設立しました。サーラグループが保有するデータを最大活用し、お客さまのラ

イフステージにおける様々な課題を解決するサービスの提供に向けての取組みを開始しました。

当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、主力のエネルギー＆ソリューションズ事業においてガス販売

量が増加したことや、アニマルヘルスケア事業において動物用医薬品の販売が好調に推移したことなどにより、売

上高は51,665百万円と前年同期比8.7％増加しました。利益面は、エネルギー＆ソリューションズ事業における増

益が寄与し、営業利益は2,547百万円と前年同期比8.4％増加しました。一方、現金の動きを伴わない期末日時点の

時価評価として、営業外費用に為替予約に係るデリバティブ評価損1,151百万円を計上したことにより、経常利益

は1,556百万円と前年同期比36.0％減少し、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,081百万円と前年同期比28.7％

減少しました。

 

セグメント別の概況は次のとおりです。

 

エネルギー＆ソリューションズ事業

売上高26,667百万円（前年同期比11.4％増）、営業利益2,510百万円（前年同期比13.2％増）

需要期である冬期の平均気温が前年同期を下回ったことにより、都市ガス、ＬＰガスともに家庭用、業務用を中

心にガス販売量は増加しました。また、電力小売販売の取組みを強化したことにより、サーラの電気のお客さま数

が増加し、売上高は増加しました。利益面は、ガス販売量の増加に加え販売費及び一般管理費の低減に努めたこと

により、営業利益は増加しました。

 

エンジニアリング＆メンテナンス事業

売上高5,912百万円（前年同期比0.7％増）、営業利益105百万円（前年同期比57.5％増）

建築、設備、土木の各部門は当四半期における１ヵ月当たりの完成工事高は減少したものの、セグメント事業会

社４社の決算期を変更したことに伴い、当該４社については当四半期の業績に５ヵ月分の実績が反映したため、売

上高は前年同期並みとなりました。利益面は、メンテナンス部門の完成工事高の増加や土木部門の利益率改善の取

組み効果により営業利益は増加しました。

 

ハウジング事業

売上高6,885百万円（前年同期比2.9％減）、営業損失163百万円（前年同期は営業利益13百万円）

住宅販売部門における分譲住宅の販売は順調に推移しましたが、注文住宅の販売が低調であったため売上高は減

少しました。利益面は、住宅部資材加工・販売部門は前年同期並みを維持したものの、住宅販売部門における注文

住宅の引渡し棟数の減少が響き営業損失を計上しました。

 

カーライフサポート事業

売上高3,248百万円（前年同期比11.5％増）、営業損失78百万円（前年同期は営業損失61百万円）

中古車販売の取組みを強化したことにより、フォルクスワーゲン、アウディともに中古車の販売台数が増加した

ため、売上高は増加しました。利益面は、フォルクスワーゲンの新車販売台数の減少や、新車及び中古車販売にお

ける経費増加の影響などにより営業損失を計上しました。

 

EDINET提出書類

株式会社サーラコーポレーション(E03408)

四半期報告書

 4/23



アニマルヘルスケア事業

売上高6,193百万円（前年同期比7.4％増）、営業利益133百万円（前年同期比14.7％増）

畜産部門において動物用医薬品の販売が好調に推移するとともに、ペット関連部門において主要取引先に対する

新商品の販売を強化したことにより、売上高は増加しました。利益面は、売上高の増加に加え販売費及び一般管理

費の低減に努めたことにより、営業利益は増加しました。

 

プロパティ事業

売上高1,463百万円（前年同期比18.2％増）、営業利益76百万円（前年同期比27.2％減）

不動産の分譲部門における土地の買取再販が好調に推移するとともに、資産マネジメント部門において賃貸料収

入が増加したため売上高は増加しました。利益面は、不動産仲介部門の実績が前年同期を下回ったことなどによ

り、営業利益は減少しました。

 

（2）資産、負債、純資産の状況

（資産）

資産は175,754百万円と、前連結会計年度末と比較して5,123百万円増加しました。これは主に、「仕掛品」が未

成工事支出金の増加などにより3,233百万円増加したこと、「商品及び製品」が2,097百万円増加したこと、「受取

手形及び売掛金」が1,976百万円増加したことに対し、「現金及び預金」が2,160百万円減少したこと、「有形固定

資産」が752百万円減少したことによるものであります。

（負債）

負債は122,468百万円と、前連結会計年度末と比較して4,963百万円増加しました。これは主に、「短期借入金」

が2,855百万円増加したこと、「長期借入金（１年内返済予定を含む）」が1,022百万円増加したことに対し、「未

払法人税等」が1,379百万円減少したこと、「役員退職慰労引当金」が1,145百万円減少したことによるものであり

ます。

（純資産）

純資産は53,286百万円と、前連結会計年度末と比較して160百万円増加しました。これは主に、「利益剰余金」

が409百万円増加（親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により1,081百万円増加、配当の実施により672百万

円減少）したこと、「繰延ヘッジ損益」が173百万円減少したことによるものであります。

 

（3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（5）研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

合計 120,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成30年２月28日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年４月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 66,041,147 66,041,147

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数　100株

合計 66,041,147 66,041,147 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年12月１日～

平成30年２月28日
－ 66,041 － 8,025 － 29,984

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成30年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　4,938,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 60,892,700 608,927 －

単元未満株式 普通株式　　209,747 － －

発行済株式総数 66,041,147 － －

総株主の議決権 － 608,927 －

 （注） １．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄の自己株式は、当第１四半期会計期間末現在2,550,000株でありま

す。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、当第１四半期会計期間末現在、サーラコーポレーション従業員

持株会専用信託が保有する当社株式2,293,000株（議決権の数22,930個）が含まれております。

３．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,100株（議決権の数11個）が含ま

れております。

４．「単元未満株式」の欄の普通株式には、次の自己株式等が含まれております。

　㈱サーラコーポレーション66株、中部瓦斯㈱84株、ガステックサービス㈱50株、㈱中部20株、神野建設㈱

５株、サーラ住宅㈱94株、中部ガス不動産㈱66株
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②【自己株式等】

平成30年２月28日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）      

㈱サーラコーポレーション

愛知県豊橋市駅前大通

一丁目55番地サーラタ

ワー

7,400 － 7,400 0.01

（相互保有株式）      

中部瓦斯㈱

愛知県豊橋市駅前大通

一丁目55番地サーラタ

ワー

911,700 － 911,700 1.38

㈱ガスリビング浜松西部
静岡県浜松市中区佐鳴

台一丁目２番地の17
13,000 － 13,000 0.01

サーラガス磐田㈱
静岡県磐田市今之浦四

丁目６番地の１
13,000 － 13,000 0.01

ガステックサービス㈱

愛知県豊橋市駅前大通

一丁目55番地サーラタ

ワー

200,900 － 200,900 0.30

㈱中部
愛知県豊橋市神野新田

町字トノ割28番地
860,200 － 860,200 1.30

神野建設㈱
愛知県豊橋市神野新田

町字コノ割９番地の１
233,400 － 233,400 0.35

㈱中部技術サービス
愛知県豊橋市神野新田

町字トノ割28番地
26,000 － 26,000 0.03

サーラ住宅㈱
愛知県豊橋市白河町

100番地
515,600 － 515,600 0.78

サーラカーズジャパン㈱

愛知県豊橋市駅前大通

一丁目55番地サーラタ

ワー

177,000 － 177,000 0.26

中部ガス不動産㈱
愛知県豊橋市広小路三

丁目91番地
1,833,100 － 1,833,100 2.77

サーラフィナンシャルサー

ビス㈱

愛知県豊橋市立花町57

番地
121,400 － 121,400 0.18

㈱サーラビジネスソリュー

ションズ

愛知県豊橋市白河町

100番地
13,000 － 13,000 0.01

㈱エス・アール・ピー
静岡県浜松市東区西塚

町200番地
13,000 － 13,000 0.01

合計 ― 4,938,700 － 4,938,700 7.47
  
 （注）　当社の自己保有株式の所有株式数の合計（自己名義所有株式のみ）は、当第１四半期会計期間末日現在7,700株

であります。また、相互保有株式の所有株式数の合計（自己名義所有株式のみ）は、当第１四半期会計期間末日

現在2,542,300株であります。なお、上記以外に当第１四半期会計期間末の連結財務諸表において、信託型従業

員持株インセンティブ・プランの信託財産として、サーラコーポレーション従業員持株会専用信託が保有する当

社株式2,293,000株を自己株式として表示しております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年12月１日から平

成30年２月28日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年12月１日から平成30年２月28日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,001 14,841

受取手形及び売掛金 22,707 24,684

商品及び製品 9,578 11,675

仕掛品 10,822 14,056

原材料及び貯蔵品 200 197

繰延税金資産 1,252 970

その他 4,026 4,903

貸倒引当金 △239 △251

流動資産合計 65,351 71,077

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,876 18,569

機械装置及び運搬具（純額） 3,150 3,099

導管（純額） 21,088 20,559

土地 33,798 33,223

建設仮勘定 4,612 5,292

その他（純額） 1,260 1,288

有形固定資産合計 82,785 82,032

無形固定資産   

のれん 603 561

その他 1,127 1,074

無形固定資産合計 1,730 1,636

投資その他の資産   

投資有価証券 7,401 7,511

長期貸付金 6,248 6,100

繰延税金資産 3,563 3,670

その他 4,010 4,190

貸倒引当金 △460 △465

投資その他の資産合計 20,763 21,007

固定資産合計 105,279 104,676

資産合計 170,630 175,754
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年２月28日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 23,184 23,383

電子記録債務 2,131 2,838

短期借入金 9,962 12,818

1年内返済予定の長期借入金 10,877 10,647

未払法人税等 1,750 370

賞与引当金 2,479 1,549

役員賞与引当金 6 4

完成工事補償引当金 53 50

工事損失引当金 85 96

ポイント引当金 256 257

その他 12,690 13,972

流動負債合計 63,477 65,988

固定負債   

長期借入金 36,056 37,307

繰延税金負債 609 673

役員退職慰労引当金 1,210 64

修繕引当金 153 160

退職給付に係る負債 12,561 12,307

その他 3,436 5,965

固定負債合計 54,027 56,479

負債合計 117,504 122,468

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,025 8,025

資本剰余金 24,518 25,067

利益剰余金 21,504 21,914

自己株式 △2,390 △3,149

株主資本合計 51,657 51,856

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 895 953

繰延ヘッジ損益 △54 △228

退職給付に係る調整累計額 △383 △353

その他の包括利益累計額合計 456 371

非支配株主持分 1,011 1,057

純資産合計 53,125 53,286

負債純資産合計 170,630 175,754

 

EDINET提出書類

株式会社サーラコーポレーション(E03408)

四半期報告書

11/23



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年12月１日
　至　平成29年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年12月１日
　至　平成30年２月28日)

売上高 47,509 51,665

売上原価 33,705 37,083

売上総利益 13,803 14,582

販売費及び一般管理費 11,453 12,034

営業利益 2,350 2,547

営業外収益   

受取利息 32 29

受取配当金 20 22

その他 134 166

営業外収益合計 187 218

営業外費用   

支払利息 39 33

持分法による投資損失 25 －

デリバティブ評価損 － 1,151

その他 39 24

営業外費用合計 104 1,209

経常利益 2,433 1,556

特別利益   

固定資産売却益 10 16

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 10 16

特別損失   

固定資産除売却損 0 11

投資有価証券売却損 － 0

投資有価証券評価損 － 14

特別損失合計 0 25

税金等調整前四半期純利益 2,443 1,548

法人税、住民税及び事業税 330 62

法人税等調整額 554 361

法人税等合計 885 424

四半期純利益 1,558 1,123

非支配株主に帰属する四半期純利益 41 42

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,516 1,081
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年12月１日
　至　平成29年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年12月１日
　至　平成30年２月28日)

四半期純利益 1,558 1,123

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 104 58

繰延ヘッジ損益 － △173

退職給付に係る調整額 34 30

その他の包括利益合計 138 △84

四半期包括利益 1,696 1,039

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,654 996

非支配株主に係る四半期包括利益 42 42
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社サーラホテル＆レストランズ及び株式会社サーラライ

フスタイルイノベーションを連結の範囲に含めております。

 

（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

　従来、決算日が９月30日であった、連結子会社５社（神野建設株式会社、株式会社中部技術サービス、テクノ

システム株式会社、西遠コンクリート工業株式会社、新協技研株式会社）については、同日現在の財務諸表を利

用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について必要な調整を行っておりましたが、当該連結子会社５社が

決算日を11月30日に変更したことに伴い、当第１四半期連結累計期間は平成29年10月１日から平成30年２月28日

までの５ヵ月間を連結し、連結損益計算書を通して調整しております。
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（追加情報）

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン）

　当社は、当社グループ従業員に対する中長期的な企業価値向上のためのインセンティブ付与、福利厚生の充実

及び株主として資本参加することによる勤労意欲高揚を通じた当社グループの発展を目的として、信託型従業員

持株インセンティブ・プラン（以下、「本プラン」といいます。）を導入しております。

　本制度に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

り扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）を適用しております。

 

①　取引の概要

本プランは、「サーラコーポレーション従業員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入するす

べての従業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「サーラコーポ

レーション従業員持株会専用信託」（以下、「従持信託」といいます。）を設定し、従持信託は、信託設定

後５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から

持株会に対して継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当

額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されま

す。なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入に対し保証することになるため、当社株価の

下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相

当の借入金残債がある場合は、当社が当該残債を弁済することになります。

 

②　信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第１四半期連結会計期間1,632

百万円、2,293千株であります。

 

③　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

当第１四半期連結会計期間1,638百万円
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（取締役に対する株式報酬制度）

　当社は、平成29年12月26日及び平成30年１月12日開催の取締役会において、当社取締役（社外取締役を除いて

おります。以下も同様であります。）を対象とする株式報酬制度（以下「本制度」といい、本制度導入のために

設定される信託を「本信託」といいます。）を導入することを決議し、当社取締役に対する本制度の導入につい

ては、平成30年２月21日開催の第16回定時株主総会において承認されておりますが、平成30年４月10日開催の取

締役会において、当社取締役及び執行役員等並びに当社子会社の取締役（社外取締役を除いております。以下も

同様であります。）及び執行役員等を本制度の制度対象者として、本信託の受託者が行う当社株式取得に関する

事項を決定しております。

　なお、当社取締役及び執行役員等並びに当社子会社の取締役及び執行役員等を以下、総称して「取締役等」と

いいます。

 

①　本制度の概要

本制度は、本信託に金銭を信託し、本信託において当社普通株式（以下「当社株式」といいます。）を取

得し、取締役等に対して、当社の取締役会が定める株式交付規程に従って付与されるポイント数に応じ、当

社株式が本信託を通じて交付される株式報酬制度であります。なお、取締役等が当社株式の交付を受ける時

期は、原則として取締役等の退任時であります。

 

②　本信託の概要

・名称　　　　　　　　：役員向け株式交付信託

・委託者　　　　　　　：当社

・受託者　　　　　　　：三井住友信託銀行株式会社

　　　　　　　　　　　　（再信託受託者　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）

・受益者　　　　　　　：取締役等のうち受益者要件を満たす者

・信託管理人　　　　　：当社及び当社役員と利害関係のない第三者を選定する予定

・議決権行使　　　　　：信託の期間を通じて、本信託内の当社株式に係る議決権は行使いたしません。

・信託の種類　　　　　：金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

・信託契約の締結日　　：平成30年４月17日（火）（予定）

・金銭を信託する日　　：平成30年４月17日（火）（予定）

・信託終了日　　　　　：平成40（2028）年４月末日（予定）

 

③　本信託における当社株式の取得内容

・取得する株式の種類　：普通株式

・株式の取得資金として

当社が信託する金額　：2,000百万円（上限）

当社取締役及び執行役員等に加え、当社子会社の取締役及び執行役員等に交付

を行うための株式を取得する資金を含んでおります。

・取得する株式の総数　：2,542,300株

当社取締役及び執行役員等に加え、当社子会社の取締役及び執行役員等に交付

を行うため取得する株式を含んでおります。

・株式の取得方法　　　：東証ToSTNeT（市場内立会外取引）において当社子会社から取得

・株式の取得時期　　　：平成30年４月17日（火）（予定）
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（四半期連結貸借対照表関係）

　保証債務

(1）金融機関からの借入金に対する保証債務

 
前連結会計年度

（平成29年11月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年２月28日）

静浜パイプライン㈱ 5,194百万円 5,194百万円

 

(2）住宅等購入者の金融機関からの融資に対する保証債務

 
前連結会計年度

（平成29年11月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年２月28日）

住宅ローン融資 144百万円 125百万円

担保設定前保証 1,817 1,583

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年12月１日
至 平成29年２月28日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年12月１日
至 平成30年２月28日）

減価償却費 1,619百万円 1,664百万円

のれんの償却額 32 43

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年12月１日　至　平成29年２月28日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年１月11日

取締役会
普通株式 726 11  平成28年11月30日  平成29年１月31日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年12月１日　至　平成30年２月28日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年１月12日

取締役会
普通株式 726 11  平成29年11月30日  平成30年１月31日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年12月１日　至　平成29年２月28日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

 
エネルギー＆

ソリューションズ

事業

エンジニア

リング＆

メンテナンス事業

ハウジング事業
カーライフ

サポート事業

アニマル

ヘルスケア事業

売上高      

外部顧客への売上高 23,937 5,872 7,091 2,913 5,768

セグメント間の内部売上高又は

振替高
509 1,269 19 11 1

計 24,447 7,142 7,111 2,925 5,769

セグメント利益又はセグメント損

失（△）
2,218 66 13 △61 116

 

       

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 プロパティ事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,237 46,821 688 47,509 － 47,509

セグメント間の内部売上高又は

振替高
149 1,961 494 2,455 △2,455 －

計 1,386 48,782 1,182 49,964 △2,455 47,509

セグメント利益又はセグメント損

失（△）
105 2,458 20 2,479 △129 2,350

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車部品製造、割賦

販売及びリース等を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△129百万円には、セグメント間取引消去253百

万円、全社費用△382百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行ってお

ります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社サーラコーポレーション(E03408)

四半期報告書

18/23



Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年12月１日　至　平成30年２月28日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

 
エネルギー＆

ソリューションズ

事業

エンジニア

リング＆

メンテナンス事業

ハウジング事業
カーライフ

サポート事業

アニマル

ヘルスケア事業

売上高      

外部顧客への売上高 26,667 5,912 6,885 3,248 6,193

セグメント間の内部売上高又は

振替高
586 1,412 8 16 0

計 27,253 7,325 6,893 3,264 6,194

セグメント利益又はセグメント損

失（△）
2,510 105 △163 △78 133

 

       

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 プロパティ事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,463 50,369 1,295 51,665 － 51,665

セグメント間の内部売上高又は

振替高
138 2,162 352 2,515 △2,515 －

計 1,601 52,532 1,648 54,180 △2,515 51,665

セグメント利益又はセグメント損

失（△）
76 2,583 44 2,627 △80 2,547

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車部品製造、割賦

販売及びリース等を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△80百万円には、セグメント間取引消去256百万

円、全社費用△336百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行ってお

ります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年12月１日
至　平成29年２月28日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年12月１日
至　平成30年２月28日）

１株当たり四半期純利益金額 28円49銭 17円68銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,516 1,081

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,516 1,081

普通株式の期中平均株式数（千株） 53,229 61,149

　 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．当社は当第１四半期連結会計期間より「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」を導入しておりま

す。「従業員持株会信託口」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当第１四半期連結累計期間1,345千株）。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

（剰余金の配当）

　平成30年１月12日開催の取締役会において、第16期（自　平成28年12月１日　至　平成29年11月30日）の期末配当

について、次のとおり決議いたしました。

　①　配当の原資　　　　　　利益剰余金

　②　配当金の総額　　　　　726百万円

　③　１株当たり配当額　　　11円

　④　基準日　　　　　　　　平成29年11月30日

　⑤　効力発生日　　　　　　平成30年１月31日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成30年４月12日

株式会社サーラコーポレーション

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市村　清　　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大橋　正明　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　敦貞　　　印

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サーラ
コーポレーションの平成29年12月１日から平成30年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年12
月１日から平成30年２月28日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年12月１日から平成30年２月28日まで）に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に
ついて四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サーラコーポレーション及び連結子会社の平成30年２月28日
現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項
がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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